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1 .はじめに

近年、東海地方において東南海および東海沖地震の発生が予測されている中、防災対策および災害対策につい

て各方面で検討されている。 1995年に発生した阪神淡路大震災や 2004年に発生した新潟中越地震では、多く

の死傷者が出た。特に阪神淡路大震災の教訓として、災害発生後 48時間以内に救助活動を行うことが生存率を

高めると言われている。これらの震災では救助隊や生存者による手作業を中心とした救助活動が行われた。その

ため、長時間の救助活動での疲労による救助効率の低下や災害現場における二次災害の危険性などが問題となっ

た。そこで、ロボット工学分野の研究者を中心に、ロボット技術の導入による効率的な救助活動支援の必要性が

議論されるようになった。ロボットを利用した災害救助活動として、 NYWorld Trade Centerにおける NY同時

多発テロ事件発生後の被災者捜索活動が挙げられる。 iCRASARJと呼ばれる NGO団体が持ち込んだレスキュー

ロボットによって約 10名の遺体が発見した。このことにより、レスキューロボットの有効性が確認された [1]0

阪神淡路大震災以降、園内では、多くのレスキューロボットが研究・開発されてきた。特に大都市大災害軽減

化プロジ、ェクト(以下、大大特)の一環で多くのレスキューロボットが開発された。大大特の「被災者救助等の

災害対応戦略の最適化『災害対応戦略研究JlJにおいて、大震災における緊急災害対応(人命救助など)のため

の人体検索、情報種集、配信等を支援することを目的としたロボット、インテリジェントセンサ、携帯端末、ヒ

ューマンインターフェイス等の研究開発を行われている [2]0

現在、研究開発の進められているレスキューロボットの多くは、災害発生後、レスキュー隊等により災害現場

に持ち込まれ、被災者の捜索および現場の状況把握などを行うという仕様で設計されている。しかし、実際の救

助活動を考えた場合、倒壊した未知の建家に対して、間取り等の情報を収集しながら被災者を探索するというこ

とは効率化に限界がある。こうした課題に対して、災害時の救助活動の迅速化を図るため、被災者の捜索および

現場の状況把握能力を有したロボットを各家庭に常設することが解決策のーっとして期待されている。

本研究で検討しているレスキューロボットは、機能を簡素化しているために、要救助者を捜索する機能は、搭

載されていない。そこで、 RFIDタグ(ICタグ)を利用し、居住者の生活パターンをデータベース化し、それら

の情報をもとにロボットへ移動先を指示することのできる災害救助支援システムを提案している。その際、緊急

地震速報情報データの受信と連動し、データベース情報から生成される指令をロボットに転送し、移動を開始す

るものである。そこで、本年度は、緊急地震速報情報を利用したロボット制御システム実験環境の構築を行うこ

ととした。

2.災害救助支握ロポット(レスキュー口ボット)とは

2.1レスキューロボットの現状

災害時の救助活動を支援するロボットを災害救助支援ロボット(レスキューロボット)と呼ぶ。園内の主なレ

スキューロボットの研究開発プロジェクトおよび機関として、文部科学省大都市大震災軽減化特別プロジェク

ト(大大特)と国際レスキューシステム研究機構(IRS)が挙げられる。また、海外では、 NY米国WorldTrade 

Centerにおける NY同時多発テロ事件では iCRASARJと呼ばれる NGO団体が持ち込んだレスキューロボット

によって 10名の遺体を発見し注目を集めた。現在、研究開発が進められているレスキューロボットの目的は、

倒壊家屋やピル内などのガレキ下や地下街などの閉鎖および狭臨空間等における被災者の探索、災害現場の調査、

ガレキ除去などである。いずれも自律制御ではなく、遠隔操縦型の移動ロボットである。災害現場は家屋の倒壊

による瓦醸の散乱や地面の液状化現象などにより、路面は不整地となっているため、高い不整地(悪路)走破牲
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を有する移動機構を必要とすることから、研究課題としては、移動機構に関するテーマが多い。また、災害現場

をモニタリングしながら救助活動を行う必要があることから、操縦インターフェースに関する研究テーマも多く

見られる。

2.1現場投入型レスキューロボットによる救助活動の流れと問題点

現在研究開発されているレスキューロボットの多くは消防や警察署などに配備され、災害時には現場へ持ち込

み、救助隊の活動在支援する現場投入型ロボットとして検討されている。したがって、多くの場合、レスキュー

ロボットによる救助活動は、災害発生後、レスキュー隊は被害状況の把握から始める。航空機やヘリコプタとい

った上空からの調査が中心であり、その被害情報をもとに救助活動の作戦を立て救助活動を開始する。最も被害

が大きい地域から救助活動が始められていく。しかし、実際の救助活動を考えた場合、レスキューロボットの台

数には制限があるため、被害の小さい地域は後回しとなる。その後、現場に到着した救助隊は倒壊した家屋へレ

スキューロボットを投入し、要救助者の探索を開始する。救助隊はこの時初めてレスキューロボットそ通して家

屋の間取りや状況を知ることができる。捜索初動時は、間取りが分かつていない倒壊家屋にロボットを投入し、

存在の有無が明確でない被災者を探索することになる。未知の場所で、未知の被災者を捜索することになるため、

捜索活動は、周辺地域の地図情報精度や救助隊の経験に依存することになる。しかし、倒壊家屋において要救助

者の存在の有無を確認するのは困難であり、要救助者が意識を失っていた場合、発見できない可能性も高い。ま

た、災害現場に投入されたレスキューロボットは、有線または無線による遠隔操縦によって救助活動を行うもの

がほとんどである。

2.2共生型レスキューロボッ卜とは

レスキューロボットの家庭内への導入を想定し

た場合、災害時の機能だけでは不十分であり、そ

の実現は困難である。そこで、日常生活の中で役

に立つ機能を有することが重要であると考える。

本研究では、「平常時は家庭内で人間と共生し、災

害発生時は家族とその住宅そ対象に救助支援活動

を行う」ことが可能な共生型レスキューロボット

を提案している。共生型レスキューロボットは、

所有者である家族の居場所のみを探索対象とすれ

ば良いため、救助活動の迅速化が期待できる。 こ

れまでに、家庭内通信端末であるインターフォン

とレスキューロボットを融合したホピット (HoVIT

Home， Variable mode， Interphone type search and 図 1 共生型レスキューロボット iHoVITJ

rescue roboT)の試作を行った [3]0

3.家庭内災害救助支援システム

3.1被災者探索活動の初動時間短縮の必要性

阪神大震災では、震災により生き埋めになった人の 24時間以内における生存率は 75%であったが、 48時間

後には、 20%台まで急激に落ち、 72時間後には 15%にまで低下した。したがって、より効率が高く、救助支

援活動(特に被災者の探索)の初動時聞が早い方策が期待されている。本研究では、日常的に使用されている家

電製品などに対して救助活動支援機能在付加することにより、救助支援活動の初動時間短縮そ目指すものである。

一般的に、災害現場のような不整地環境における自律移動は困難とされているが、日常的に取得する住居社の生
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活パターン情報や住居の間取り、家具等の配置情報そ利用することにより、倒壊家屋内の自律的な移動を可能と

するものである。

3.2家庭内災害救助支援システムによる救助活動の流れ

ロボット技術の導入により家庭

内の災害発生時の状況を短時間で

把握できれば救助支援活動の効率

向上につながる。そこで、家庭内

にホームネットワークを導入し、

家庭用災害救助支援システムを構

築することにより、災害発生時の

状況をロボットが認知することが

可能となる。通常時にも家庭内に

設置した各種センサにより家族の

生活パターン情報や間取り情報等

のデータベース化を行う。これに

より、災害発生時にその情報をも

とに家族の居場所を捜索可能にな

るため、救助活動の迅速化が期待

される。

図 2 家庭内災害救助支援システム

先にも述べたようにレスキュー隊が所有するロボットには台数に限りがあるだけでなく、被災地の状況、要救

助者の存在の有無といった情報の把握にも時間がかかり、効率的な救助活動には限界がある。しかし、レスキュ

ーロボットが常に家庭内に常備され、家屋のモニタリングが可能ならば、災害発生時の家庭内の状況をロボット

が認知することができる。また、通常時にも家庭内に設置した各種センサにより家族の生活パターン情報や間取

り情報等をデータベース化することにより、災害発生時にはその情報をもとに家族の居場所を予想し、捜索可能

になるため救助の迅速化が期待できる。このように、家庭内にレスキューロボットを常備した家庭内災害救助支

援システムを提案する。家庭内災害救助支援システムは、共生型レスキューロボットとホームネットワーク、デ

ータベースシステムおよび RFIDタグリーダなどの各種センサによって構成されている。図 3に提案する家庭内

災害救助支援システムのイメージを示す。これらは住宅設備の自律システム化を目指したスマートハウスの考え

を参考にしている [4]0

3.3.レスキュー口ボットと緊急地震速報との連動

提案する家庭内災害救助支援システムの課題のーっとして、ロボットが平常時と災害時の判断そ行う方法の検

討が挙げられる。そこで、家庭内に配備されたレスキューロボットが、インターネット経由で気象庁が提供する

緊急地震速報と連動し、地震情報(予測震度、地震波到達猶予時間)を得ることで、災害発生と同時に探索活動

を開始することができるものと考えた。

4.実験環境システム構築

これまで、に開発した生活パターン情報データベース (CR2Hデータベースと呼ぶ)の再構築を行い、緊急地震速

報情報データを受信するために必要な環境整備を行なった。

本研究課題では、該当住居までの地震到達時間と震度情報を必要とする。そこで、本研究課題で使用する端末(デ
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ータベースおよびロボット管理サーバ:192.168.44.97)に地震データ(予測震度、地震波到達猶予時間)を送

信する方法を検討した。その際、緊急地震速報情報をどの端末で解析するかということが問題となった。今年度は、

防災センターから緊急地震速報解析プログラムを実装した受信端末(192.168.44.96)を借用し、本サーバに地

震データを UDP送信(ポート番号:60100)することとした。データベースサーバーの OSは、 Ubuntu9.10と

し、データベースサービスには、MySQLCVer.5.10)を採用している。地震データ受信後、ロボット管理サーバは、

DBから生活パターン情報を得て、経路情報をもとに、ロボットの移動経路情報をロボットに送信する。図 4に

構築した実験環境システムの構成を示す。緊急地震速報受信端末から地震データのダミー信号そロボット管理サ

ーバーに送信し、その受信および得られるデータフォーマットの内容を確認し、ロボットへのコマンド送信プロ

グラムとの融合を図った。

図 3 実験環境システムの構成

5.まとめ

本研究課題で使用する緊急地震速報情報は、該当住居までの地震到達時間と震度情報を必要とする。今年度は、

緊急地震速報解析プログラムを実装した受信端末を経由し、本サーバに地震データを送信する通信環境を整備し、

速報データの受信を試行した。今後は、得られる地震データを利用し、ロボットの行動制御コマンド生成やロボ

ット移動経路生成プログラムなどを開発し、緊急地震速報サービスとロボットとの連動を図る。
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